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を導入する動きにも、いくつかの事例が見られる。早  

稲田大学では、2006年7月、独自のEMS（Ⅵねse血  

UhiversityhvironmentalManagementSystem－WEMS－）  

を導入し、同年9月には山口県立大学が賊1（エコア  

クション21）を認証取得した。さらに弘前大学では  

KES（京都・環境マネジメントシステム・スタンダー  

ド）導入の準備が進められている。このように大学に  

おけるEMSは、現状ではISO14001の規格を導入する  

ケースが主流であるものの、今後はISO14001ではない  

様々な規格のEMSを導入するケースの増加も考えら  

れる。   

こうした大学のいくつかが、文部科学省の「特色あ  

る大学教育支援プログラム」に選ばれている。これは  

特色GP（GoodRactice）とも呼ばれ、文部科学省が「国  

公私立大学を通じて、教育の質向上に向けた大学教育  

改革の取り組みを選定し、財政的なサポートや幅広い  

情報提供を行い、各大学などでの教育改革の取組を促  

進する」ことを目的として実施しているものである。  

平成15年度から平成19年度までの特色GPの選定結  

1．はじめに   

近年、環境マネジメントシステム（Em止血eI止al  

ManagementSystem、以下、EMS）を導入している大  

学において、「環境マネジメントシステム構築に学生  

が関わり、自ら必要なことを学び、活動し実践に生か  

すことにより、大学構内での環境整備や環境配慮行動  

について主体的に行動する能力を育むという取り組  

み」を行っている事例が増えている。  

1998年に、日本で最初に武蔵工業大学が大学として  

ISO14001を認証取得した。それから10年近くが経過  

している現在、日本規格協会の認定を受けた審査登録  

機関においてISO14001を認証取得した大学の件数は、  

2008年1月現在、私立大学33件、国公立大学21件、  

計54件まで増加している。また、ISO14001以外のEMS  
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果のうち、大学におけるEMSに関する取り組みによる  

採択は、武蔵工業大学・京都精華大学・信州大学・千葉商  

科大学・千葉大学の5件となっている。   

本稿では、特色GPで採択されたこれらEMSの事例  

について、主に各大学が発行している環境報告書の記  

載事項と関連する資料をもとに、取り組みの経緯や内  

容を整理し、学生参加型のEMSのあり方についての検  

討を行う。なお、今回特色GPに採択された5件のう  

ち、環境報告書がHP上に公開されていない武蔵工業  

大学の取り組みについては対象から外すこととした。  

表1EMSに関する取り組みで特色GPに採択された大学一覧  

学習なども行っている。  

遜監試こ椚γ   

前半  

r学内」実習   

2年生   

後半   悟）学外実習の準備  

「学外」実習  ▲一ノ   

3年生  ⑥公開報告会  

図1京都精華大学 教育プロセス  

出所：千葉商科大学大学院特色GPプロジェクトチーム（2006）「第1  

回環境教育シンポジウム報告書～環境が大学を元気にする～」  

千重商科大学大学院  

2．2．信州大学   

信州大学は、2001年5月に工学部がISO14001の認  

証を取得した。エコキャンパスを教材とした実践的環  

境教育、環境関連基礎・専門科目の充実、内部監査を  

利用した実務教育、地域と連携した環境マネジメント  

インターンシップの運用、化学物質汚染予防教育（先  

進的な薬品管理システムの導入）を推進し、実践的環  

境教育モデルを充実させている。   

特色GPでは、環境マインドをもつ人材の養成を充  

実発展させる目的で工学部の実践的環境教育を更に充  

実発展させるとともに、工学のみならず教育学、人文  

学、経済学、医学、理学、農学、繊維学などのすべて  

の分野で環境マインドをもつ人材の養成を推進し、地  

域連携のもと、環境教育の拠点構築「環境は信州大学」  

を目指している。   

2005年12月には教育学部、2006年11月に農学部、  

同年12月繊維学部、2007年7月松本旭キャンパスで  

それぞれISO14001を認証取得し、各キヤンパスにはエ  

コキャンパス構築をリードする学生組織（環境ISO学  

生委員会）が設置されている。   

信州大学の特徴は、全学生を対象とした「環境マイ  

ンドを持つ人材育成」を目指す科目群の必修化と、各  

学部（キャンパス）の特色を生かした学生活動の展開  

である。全学生対象とした環境科目の必修化は、単に  

現状分析や解説あるいは理念・理論のみの教育ではな  

く、教職員と学生が協力してエコキャンパスを構築し、  

その維持・改善という実践的な活動を通して環境マイ  

ンドを育み、一人一人が環境に優しく持続可能な社会  

を実現できるようにする力を育てることを目的として  

いる。約40にも及ぶ講義のうち、全学生に最低1科目  

（2単位）の履修が求められている。  

大字名  採択年度   テーマ   

武蔵工業大字  平成15年唐  国内外の地租＝密着した実ほ的環境教育   

「自立した学習者lこよる社会貢献の葉隠教育」  
京都精華大字  平成16年厚      ～環境マネジメントシステムの構築を通じて〟   

環境マインドをもつ人相の養成一環墳調和型  

信州大学  平成16年唐      技術者の育成プログラムを通して－   

千葉商科大字  干成1了年度  大字の手±妄的責任としての環境教育の展開  

2．各大学における取り組み事例  

2．1．京都精華大学   

京都精華大学は、2000年3月にISO14001の認証を  

全学で取得した。ここでは、日本で初めてEMSの構成  

員に教職員だけでなく、全学部の学生が含まれている。  

京都精華大学にはEMSに関する学生組織は特に存在  

しないが、この大学の特徴はEMSを活用した社会貢献  

実践型学習を導入しているところにある。京都精華大  

学人文学部環境社会学科環境経営コースにおいては、  

理論学習と体験学習を反復することでEMSを実践す  

るプログラムが組まれている。2年生の前期から  

ISO14001を理論的に学び、後期に内部環境監査の代行  

実習を実施する。その後、ゼミで理論的に検証したの  

ち、3年生の前期でコンサルティングツールの理論を  

学習する。そして、後期には、実際に行政庁舎、高等  

学校などの公共施設、企業などの各種事業所を訪問し、  

EMS構築の支援（コンサルティング）を学外実習とし  

て実務を学ぶ。最後に公開報告会として再度理論的に  

実務を振り返るといった流れになっている。「インタ  

ーンシップ」の単位とセットで、この講義だけで20単  

位（10科目相当）の取得となる。   

また、4年生の卒業研究のテーマで引き続き学外実  

習の内容を取り扱うケースもある（例えば、城陽市役  

所の「EMS」と「環境基本計画」の統合、八幡高校の  

EMS有効利用改善支援等）。さらに、その他の学外へ  

の貢献として、沖縄大学の内部監査員研修におけるテ  

ィーチングアシスタントや広島商船高等高専との相互  
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（協働）」が挙げられる。   

特色GPにおいても、環境教育を「教育実践」の場  

と位置づけており、全学での学生主体によるISO14001  

認証取得の支援をはじめとする各種環境教育への取り  

組むことができる体制が整えられている。ここでは、  

大学の社会的責任（USR）という視点に着目し、「次世  

代に健全な地球を引き継ぐ、強い意志を持つ、環境マ  

インドの高い学生を多く育て、社会に送り出すこと」  

を最も優先度の高い課題として設定している。   

千葉商科大学の代表的な取り組みは、ESCO方式に  

よる学生の活動費の調達である。これは、大学と学生  

が「ESCO契約」を結ぶことで、省エネ・省資源活動で  

節約できた金額の一部を環境ISO学生会議の活動資金  

に充てるという仕組みである。実際に、ISO14001認証  

取得前後を比較すると電気代だけでも約2000万円の  

節約を達成しており、2004年には、イベント出展の際  

にかかった経費約20万円をその仕組みによって賄っ  

ている。  

環境マインドプロジェクト推進本部  

図2 信州大学特色GP推進体制   

出所：h叩：仙叩∩札Sl血sllⅥ十u．拡」p〟SO1400埴romo融Ild駄．hm  

各学部の特色を生かした学生活動の展開については、  

各キヤンパスの環境ISO学生委員会が中心となって活  

動を行っている。特に工学部においては第15回地球環  

境大賞（優秀環境大学賞）の受賞や、長野県環境保全  

協会佐久支部会と工学部環境ISO学生委員会が連携し  

て推進してきた「地域環境保全活動」が第4回日本環  

境経営大賞（環境連携賞）を受賞するなど、活動が外  

部からも高く評価されている。  

表2 信州大学 各キヤンパスの特色ある取り組み一覧  

トータル・  
コストダウン   

軍貰会派への  
窯濾麓  

芋喜F（キャンパス）   特色   
覇‡1年生≦：且に配布す局エコバツウ印字ワインに孝画するととも  

杷木キャンパス     ：■ ＝   ＝；＝            ．   

教育宇部   
L■： ＝；＝        ≡＝    L■：    ．・   ll  

二■：  ＝：＝              ■．‾：   

二■：            ．・   ■      ・・1   ・  
工宇部                             Ⅰ買懐：活動を推進するとともlニアウェンタ21巾見l五Lへ巾春画。  

≡    1こ■：      ・              ■・■   

好  一 ‾      ；：■■   ・・≡      ：  
菜・持勤さセ、こ巾堆肥慣用いてリヤガイモ等を豪∈士別叉摂する  

農学部                          ■             ．■  ■＝■    ≡＝  
■■              ：■    ≡ ：   ＝ ＝■・   

：：■■     ■     ：＝  
購雑宇部  ：：ll 喜岩   ‾    主  ■＝：・・．‾．   ■．：■  

キサンバスゼロ工ミッションヘむけた活動   

ESC0契約  

図3 千葉商科大学 ESCO契約の仕組み   
出所：h叩：仙Ⅶ札CuC．拡」p庵a料0庵正l血〟cl止do血道00603／01＿J．11tm1   

2．4．千葉大学   

千葉大学は、2005年1月、西千葉キャンパスにおい  

てISO14001を認証取得した。当時の学長が、千葉大学  

らしいEMSの方向性の一つとして、「学生主体のEMS  

の構築と運用」を掲げ、実際に学生組織（環境ISO学  

生委員会）が中心となり、文書作成などのEMS構築に  

かかる作業を行った。2005年12月には松戸・柏の葉キ  

ャンパス 、2007年1月には、亥鼻キャンパスがそれぞ  

れISO14001を認証取得し、全学でのISO14001の認証  

取得を達成している。   

千葉大学の特徴的な取り組みは、環境ISO学生委員  

会の活動が単位として認定されたことである。活動の  

単位化の仕組みは、まず「環境マネジメントシステム  

実習I」（隔週開講、年間2単位）で、主に学部1年生  

を対象として開講される。講義＋実習形式でEMSの基  

礎から関係する知識まで習得し、内部監査の実習など  

を行うものである。そして、「実習I」の単位取得者の  

2．3．千葉商科大学   

千葉商科大学は、2003年3月に学生主導でISO14001  

の認証を取得した。2001年に政策情報学部の学生2人  

がISO14001の取得を目指す活動を開始し、大学側に協  

力を働きかけた。同年の秋に「環境ISO学生会議」（当  

時は「環境ISO取得学生会議」）を立ち上げ、環境コン  

サルタント抜きで、教職員と学生達で環境管理マニュ  

アルなどをつくりあげた。   

千葉商科大学の特徴としては、学生がISO14001に適  

用される構成員ではなく、準構成員という位置づけに  

はなってはいるが、ISO14001の取得の経緯からも伺え  

るように、「大学と学生の徹底したコラボレーション  
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みが受講できる「環境マネジメントシステム実習Ⅱ」  

（隔週開講、年間2単位）では、基礎研修講師の実務、  

内部監査の実務、目的・目標・実施計画の実務をはじ  

めとする各種環境マネジメントシステムの実務が行わ  

れている。   

また、これらの「実習IJ「実習Ⅱ」の受講生は環境  

ISO学生委員会の正会員となる仕組みが導入されてい  

る。そして、この正会員は大学の教職員や構内事業所  

職員（パートを含む）とともにISO14001の構成員に加  

えられている。これにより、現在では、環境ISO学生  

委員会の正会員は100名を超え、千葉大学はEMS導入  

大学の中でも活動が活発な大学の一つとなっている。  

3．1．学生参加によるEMSの展開   

学生参加によるEMSの展開については、学生の大学  

のEMSにおける位置づけ、そして学生組織の存在につ  

いて整理する必要がある。   

まず、学生の大学のEMSにおける位置づけであるが、  

本稿で対象とする4大学の整理からわかるように、京  

都精華大学や信州大学のように学生全員を構成員に含  

む場合と、千葉大学や千葉商科大学といった、学生が  

構成員に含まれていない、もしくは一部の学生しか構  

成員に含まれていない場合がある。   

大学における環境負荷の低減を効率的に図るために  

は、大学という組織の構成員として大きな割合を占め  

る学生を、EMSの構成員として位置づけることが望ま  

しいと考えられる。これは学生がEMSに参加する際の  

根拠ともなる。また、構成員として位置づけることに  

より学生の位置づけが明確になるため、EMSの運用に  

おいて、学生が主体的に活動する動機付けが図れると  

同時に構成員としての責任が生じる。これにより、EMS  

のシステムの実効性、パフォーマンスの向上が期待さ  

れる。しかし、EMSの中でも、ISO14001のような国際  

規格による認証取得を目指す場合、構成員が増加する  

ことにより、運用上の手間や審査にかかる費用の高騰  

につながる。そのため、学生を構成員化するという形  

でEMSへ参加させることは現実的でない場合もある。  

学生が準構成員や構成員外としてシステム上の位置づ  

けが不明確な場合でも、学生に対しての定期的な教育・  

訓練が行われるような仕組みの充実や活動の機会が整  

えられることで、EMSにおける重要な活動主体として  

十分機能できるものと考えられる。   

次に、学生組織の存在についてであるが、信州大学、  

千葉商科大学、千葉台学の3大学においては、学生組  

織が学内のEMSの運用に携わっている。また、京都精  

華大学の場合も学生組織は存在しないが、環境社会学  

図4 千葉大学 活動単位化の仕組み  
出所：第2回全国環境ISO学生大会 千葉大学活動報告資料  

3．事例からみる学生参加型EMSの特徴   

以上、紹介した4校のEMSについて簡単にまとめる  

と表3のようになる。ここでは、事例として取り上げ  

た4校の特徴的な取り組みや仕組みから、学生参加に  

よるEMS展開、教育・研究ツールとしてのEMSの利用  

という2つの視点を中心に、学生参加型のEMSの特徴  

やあり方について検討する。  

表3 特色GPに採択された大学におけるEMSの概要一覧  

：た学名   京都精華声：芋  信州声：芋   千葉商葦斗声：芋   千葉声こ芋   

IEDlヰ仁仁1喜雲喜正取持   コ仁仁仁年5月   
エ学部   〔政策情報学租〕   西千葉キャンパコ   

〔EユⅠ≡上蓋入〕年  
2001年5月   2ロロコ年3月   2005年1月   

学生巾位置コけ   構瓦E且〔全学生〕   相成且〔全学生〕   輔h鼠邑廿ト   

瑠填：IE［l草生桑員会巾  

正金且は捕・成員   

nIE運用に帽わコ  

てい古筆生i且恕名   
持に存在しない   摺塙IS田学生垂且会   環境IS［嘩：生彗・喜蓋   環境IS［嘩生垂且皇   

Ⅰ買頓宇土墓・学事斗、環境幸三曹  

コーユにおいT、EユIEを≡舌   瑠塙IE⊂嘩：生垂且塞が圭傭  
： 

れた電気11削≡屈扇町一部  
となリEユIS巾運用を実方垣。  

nIE巾持徴  

〔持色〕   、 ・＿＿；■＝：  
壬召i勺〕を装入してい古。  

するナ］を身にコけること加   維持を匡lっTいる。   

出来古。   活動を居間している  
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科のカリキュラムとしてEMSについて学ぶ機会や実  

際に学内の内部監査を実施するなど、学生組織に近い  

形での関わり方となっている。学生組織がEMSの運用  

に携わることによってどのような効果が期待されるの  

かを検討してみると次のようなことが考えられる。   

学生にとっては、EMSの運用を実際に行うことによ  

って、EMS運用に係る知識・技術を獲得できるだけで  

なく、行動力を高めることができる。教職員にとって  

は、学生がEMSの運用に参加することにより、教職員  

のみでEMSの運用を行っている大学と比べ、教職員の  

仕事の負担軽減が期待される。その結果、本来業務や  

地域貢献活動などに力を注ぐことが可能となる。大学  

にとっては、学生組織が積極的にEMSを運用すること  

や、そこから派生して地域貢献活動を行うことなどに  

より、特色ある大学づくりとしてのPRにつながる。  

実際に、ここで取り上げた大学は特色GPの採択にと  

どまらず、地球環境大賞の受賞など様々な形で社会的  

に高い評価を得ているところもある。これらのことを  

踏まえると、学生組織がEMSの運用に携わるというこ  

とは、経営的視点からしても有益な存在として位置づ  

けることができるであろう。   

学生組織の有用性についてさらに言及すると、まず、  

学生組織には、学生の意見を集約する役割を挙げるこ  

とができる。学生は大学にとっての利害関係者であり、  

大学運営に学生の意見を取り入れていくことが欠かせ  

ないが、教職員側からのアプローチではそれには限界  

がある。そのため、学生組織が意見を集約し、EMSへ  

と反映させることは有効であると考えられる。また、  

これにより、システム運用上の課題について改善され  

る機会も拡大し、より実効性の高いEMSの展開が期待  

される。   

次に、学生が組織化されているということは、活動  

の継続性が高められるということでもある。学生が単  

独で関わる場合には、学生が四年という周期で大半が  

入れ替わってしまうということもあり、EMSの中心的  

な部分を担っていた学生が、卒業する際にうまく引き  

継ぎができない場合など、EMS運用に支障をきたして  

しまう事態が懸念される。学生組織が存在することは、  

継続的な活動の維持にも貢献する。ただし、学生を組  

織化することだけでは継続性が十分担保されるわけで  

はない。学生の組織への参加、活動の活性化を促進す  

るためには、学生に何らかのメリットを提供すること  

も必要である。学生組織の継続性で課題となってくる  

のが、学生の確保、モチベーション低下の防止、活動  

経費の確保である。千葉大学のように学生組織の活動  

が単位化されることや、就職活動などで資格欄に記入  

できるような独自の認証資格（千葉大学では「EMS実  

務士」）などを導入することもEMS運用に参加する学  

生の確保、モチベーション低下の防止（向上）につな  

がる。   

さらに、千葉商科大学の事例であった活動予算を創  

出する仕組みであるESCO方式もまた、学生組織の活  

動の継続性を担保するものと言える。大学側、学生側  

双方にとって「WN－WNの関係」（両者にプラスをも  

たらす関係）であることがEMSをうまく運営していく  

ポイントの一つであるとも考えることができる。  

3．2．教育ツールとしてのEMS   

環境教育の充実により、環境マインドを持った学生  

を輩出するということは、教育機関である大学の特性  

をEMSにおいて活用するものである。今回、4校の活  

動を整理していくと、いずれの大学においても、EMS  

を通した実学・実践という側面が強く打ち出されてい  

る。そして、そのための環境関連科目の充実や環境に  

配慮した研究・活動などを積極的に導入している。   

EMSの運用に参加する学生は、EMSについての理論  

だけでなく、実務をこなすことのできる技術も学ぶこ  

とができる。三橋は、現代の大学生たちを「理論や一  

般論の諸になると途端に居眠りを始める学生が、個別・  

具体的な話になると、身を乗り出し」、「とくに自分に  

興味のある問題になると、目の耀きが違ってくる」と  

評しているが、実践を伴うEMSの取り組みは、こうし  

た大学生に対して、主体的に学ぶ機会を提供すること  

にもなる。大学にとっては、学外へ出て行ってコンサ  

ルティングを行ったり、環境教育を行ったりすること  

で、地域貢献を行いながら、学生への教育効果も得ら  

れると考えられる。  

4．おわりに   

本稿では、特色GPを取得した各大学のEMSの取り  

組み事例をもとに大学における学生参加型のEMSの  

あり方について整理・検討した。大学という教育・研  

究を目的とする組織においては、EMSにおける学生の  

位置づけ方、学生組織との連携方法、教育の活用等を  

中心に、各大学に様々な工夫されていることがわかっ  

た。EMSにおいて学生を参加させる際に重要となるの  

は、学生による主体性と責任をもった活動への参加と  

教職員とも一体となる協力関係を促す教育や活動にお  

ける仕組みや体制の整備であろう。EMSを、学生を含  

む大学の組織全体で推進していくにあたっては、様々  

な課題が生じるであろうが、EMS運用において課題が  

生じるのは至極当然のことであり、否定的にとらえる  
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べきことではないと思われる。はじめから十分な仕組  

みを作りあげるのは困難であるがゆえに、それを改善  

してよりよいものとしていく必要があり、それこそが、  

継続的改善を骨子とするEMSの特徴でもある。   

また、本論で取り上げた事例はISO14001を認証取得  

している大学の事例であったが、EMSのシステムとし  

てISO14001にとらわれすぎることはかえって問題点  

を生むこともある。EMSはあくまで環境改善ツールで  

あり、経営ツールである。EMSをそれぞれの組織の特  

徴に合わせてうまく使いこなすことで、導入の効果が  

期待できる。大学における組織の特徴とは、学生が構  

成員の大半であること、そして教育機関であること、  

であり、大学においては、これを十分活かしたEMSの  

構築が望まれる。その場合に、経営面でのコストとど  

のようにバランスをとっていくかが重要な課題となる。  
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